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(１) はじめに 

平成 27 年 1 月 23 日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」（総務大臣通達）により、すべての地方公共団体は、固定資産台帳の整備と複式簿

記による発生主義会計を導入した財務書類の作成をすることとなりました。 

当町では平成 28 年度決算から統一的な基準による財務書類を作成することとしました。 

 

(２) 財務書類作成の基本的前提 

① 財務書類の作成基礎 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は平成 27 年 1 月

23 日に総務省より公表され、令和元年 8 月に改訂された「統一的な基準による地方公会計マ

ニュアル」により作成しています。 

② 対象会計範囲 

対象となる会計及び連結団体は下記のとおりです。 

 

③ 対象年度 

対象年度は平成 30 年度とし、平成 31 年 3 月 31 日を基準日としています。 

④ 表示単位 

金額は百万円単位（又は千円単位）で表示しています。表示単位未満を四捨五入しているた

め、内訳と合計が一致しない場合があります。また、単位未満の計数があるときは「0」を表示

し、計数がないときは「-」を表示しています。 

  

連結会計

全体会計

一般会計等

・一般会計 ・上北地方教育・福祉事務組合

・霊園事業特別会計 ・十和田地域広域事務組合

・国民健康保険事業特別会計 ・八戸圏域水道企業団

・介護保険事業特別会計 ・青森県後期高齢者医療広域連合

・後期高齢者医療特別会計 ・十和田地区環境整備事務組合

・国民健康保険診療所事業特別会計 ・青森県市町村総合事務組合

・下水道事業特別会計 ・青森県交通災害共済組合

・農業集落排水事業特別会計 ・青森県市町村職員退職手当組合

１．統一的な基準について 
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(３) 財務書類の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・貸借対照表とは、年度末時点における資

産・負債の金額を表示したもので、財政状

態を明らかにしています。 

・現金預金は、資金収支計算書の年度末

残高と一致します。 

・純資産は、純資産変動計算書の本年度

末残高と一致します。 

・行政コスト計算書とは、会計期間中の費

用・収益の取引高を表示したもので、企業

会計の損益計算書に相当します。 

・純行政コストは、純資産変動計算書の中

にも表れます。 

・純資産変動計算書は、会計期間中の純資

産の変動を表示したものです。 

・本年度末残高は、貸借対照表の純資産残

高と一致します。 

・資金収支計算書は、一会計期間中の現

金の受払いを 3 つの活動区分で表示した

もので、どのような要因で現金預金が増減

したのかを明らかにしています。 

・本年度末残高は、貸借対照表の現金預

金と一致します。 

貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末残高

本年度収支額

＋

＝

純行政コスト

純行政コスト

税収等

前年度末残高

本年度末残高

本年度変動額

前年度末残高

資産 負債

純資産
（現金預金）

収益

費用
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(１) 貸借対照表 

① 概要 

 

 

平成 30 年度決算では、資産合計が 24,520 百万円、負債合計が 5,458 百万円、純資産合計

が 19,062 百万円となりました。 

資産の部について、固定資産が 22,134 百万円となり、このうち土地や建物等で構成される有

形固定資産が 20,111 百万円で大半を占めています。また、公営企業や第三セクター等に対す

る出資金・出捐金、基金等から構成される投資その他の資産が 1,803 百万円となりました。 

流動資産は 2,386 百万円で、現金預金、財政調整基金・減債基金、未収金等で構成されてい

ます。 

負債の部では、借入金である地方債合計（地方債と 1 年内償還予定地方債）が 4,493 百万円

となり、これらは将来返済していく必要があります。また、退職手当引当金と賞与等引当金は、

職員に対して将来見込まれる費用を現時点で見積もったもので、それぞれ 184 百万円、46 百

万円となりました。 

  

一般会計等貸借対照表 (平成31年3月31日現在　単位:百万円)

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 22,134 固定負債 4,240

有形固定資産 20,111 地方債 4,056

無形固定資産 220 退職手当引当金 184

投資その他の資産 1,803 その他 -

流動資産 2,386 流動負債 1,218

現金預金 1,009 1年内償還予定地方債 437

基金 1,367 賞与等引当金 46

未収金等 10 その他 734

負債合計 5,458

純資産合計 19,062

資産合計 24,520 負債・純資産合計 24,520

２．一般会計等財務書類 
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② 有形固定資産 

貸借対照表の資産の中で最も金額が大きく、かつ、自治体の政策方針が反映されやすいの

が有形固定資産です。以下に科目別と行政目的別の内訳を表示します。 

 

 

有形固定資産は、事業用資産、インフラ資産及び物品の 3 つに区分されます。 

事業用資産とは、庁舎、小中学校、公民館、観光施設等のことをいい、インフラ資産とは、橋

梁、道路、公園等のことをいいます。 

科目別の内訳をみると、インフラ資産の建物、工作物等が 9,487 百万円と最も大きくなりまし

た。 

 

有形固定資産を行政目的別にみると、橋梁、道路等の生活インフラ・国土保全が 13,972百万

円と最も大きく、次いで、教育が 3,519 百万円となりました。 

有形固定資産の科目別内訳

(単位:百万円)

勘定科目 金額

事業用資産 7,143

土地 1,530

建物、工作物等 5,613

インフラ資産 12,873

土地 3,386

建物、工作物等 9,487

物品 95

合計 20,111

事業用資産

土地

1,530

7.6%

事業用資産

建物,工作物

等

5,613

27.9%

インフラ資産

土地
3,386

16.8%

インフラ資産

建物,工作物等

9,487

47.2%

物品

95
0.5%

総額

20,111

有形固定資産の行政目的別内訳

(単位:百万円)

行政目的別名称 金額

生活インフラ・ 国土保全 13,972

教育 3,519

福祉 148

環境衛生 0

産業振興 82

消防 348

総務 220

警察 5

その他 1,819

合計 20,111

生活インフラ・

国土保全
13,972

69.5%

教育

3,519
17.5%

福祉

148
0.7%

環境衛生

0
0.0%

産業振興

82
0.4%

消防

348
1.7%

総務

220
1.1%

警察

5
0.0%

その他

1,819
9.0%

20,111

総額
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③ 経年比較 

貸借対照表の経年比較を下記に表示します。 

 

 

 

資産の部では、投資その他の資産が 545 百万円の減少、基金が 263 百万円の減少となりま

した。その結果、資産合計が 233 百万円の減少となりました。 

負債の部では、地方債が 62 百万円の減少、流動負債その他が 302 百万円の増加となりま

した。その結果、負債合計が 156 百万円の増加となりました。 

純資産の部では、純資産合計が 389 百万円の減少となりました。 

  

一般会計等貸借対照表の経年比較 (単位:百万円)

平成30年度 平成29年度 増減

固定資産 22,134 22,514 △ 380

有形固定資産 20,111 20,029 82

無形固定資産 220 137 83

投資その他の資産 1,803 2,348 △ 545

流動資産 2,386 2,239 147

現金預金 1,009 598 411

基金 1,367 1,630 △ 263

未収金等 10 11 △ 1

資産合計 24,520 24,753 △ 233

固定負債 4,240 4,387 △ 147

地方債 4,056 4,116 △ 61

退職手当引当金 184 271 △ 87

その他 - - -

流動負債 1,218 915 303

1年内償還予定地方債 437 438 △ 1

賞与等引当金 46 44 2

その他 734 433 302

負債合計 5,458 5,302 156

純資産合計 19,062 19,451 △ 389

負債・純資産合計 24,520 24,753 △ 233
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④ 経年比較（有形固定資産） 

貸借対照表の資産の部の大半をしめる有形固定資産について、経年比較を下記に表示しま

す。 

 

 

増減の内訳のうち、新規取得等をみると、金額の大きい方から、事業用資産の建物が 788

百万円、インフラ資産の工作物が 136 百万円、インフラ資産の建物が 22 百万円となりました。

事業用資産の建物が最も大きいのは、総合体育館の大規模改修工事と大曲小学校の防音増

築工事があったためです。 

 

減少項目である減価償却をみると、金額の大きい方から、インフラ資産の工作物が 502 百万

円、事業用資産の建物が 251 百万円となりました。 

  

有形固定資産の経年比較 (単位:百万円)

増減の内訳

平成30年度 平成29年度 増減 新規取得等 減価償却 その他

有形固定資産 20,111 20,029 82 1,774 △ 881 △ 812 

事業用資産 7,143 6,709 434 1,571 △ 347 △ 790 

土地 1,530 1,516 15 15 - -

立木竹 - - - - - -

建物 4,877 4,339 538 788 △ 251 -

工作物 718 797 △ 79 17 △ 96 -

船舶 - - - - - -

浮標等 - - - - - -

航空機 - - - - - -

その他 - - - - - -

建設仮勘定 18 57 △ 39 751 - △ 790 

インフラ資産 12,873 13,212 △ 339 185 △ 502 △ 22 

土地 3,386 3,385 1 1 - 0 

建物 46 25 21 22 0 -

工作物 9,437 9,803 △ 366 136 △ 502 0 

その他 - - - - - -

建設仮勘定 4 - 4 25 - △ 22 

物品 95 108 △ 13 18 △ 32 -
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⑤ 住民一人あたり  

貸借対照表では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目の金額

を住民一人あたりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住民が実

感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。 

貸借対照表の各項目を住民基本台帳人口（平成 31 年 3 月 31 日）の 11,030 人で除したもの

を下記に表示します。 

 

住民一人あたりの資産合計は 222 万 3 千円、負債合計は 49 万 5 千円、純資産合計は 172

万 8 千円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等貸借対照表 (平成31年3月31日現在　単位:千円)

固定資産 2,007 固定負債 384

有形固定資産 1,823 地方債 368

無形固定資産 20 退職手当引当金 17

投資その他の資産 163 その他 -

流動資産 216 流動負債 110

現金預金 91 1年内償還予定地方債 40

基金 124 賞与等引当金 4

未収金等 1 その他 67

負債合計 495

純資産合計 1,728

資産合計 2,223 負債・純資産合計 2,223
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(２) 行政コスト計算書 

① 概要 

 

平成 30 年度決算では、経常費用が 5,127 百万円、経常収益が 125 百万円、純経常行政コス

トが 5,002 百万円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コストは 5,002 百万円となりま

した。 

 

経常費用の内訳をみると、経常費用総額 5,127

百万円のうち、最も金額が大きいのは物件費等で

1,787 百万円、次いで社会保障給付 1,001 百万円、

他会計への繰出金等 856 百万円となりました。 

 

一般会計等行政コスト計算書

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円)

経常費用 5,127 100.0%

業務費用 2,412 47.0%

人件費 571 11.1%

物件費等 1,787 34.9%

その他の業務費用 54 1.1%

移転費用 2,715 53.0%

補助金等 852 16.6%

社会保障給付 1,001 19.5%

他会計への繰出金 856 16.7%

その他 6 0.1%

経常収益 125 100.0%

使用料及び手数料 42 33.6%

その他 83 66.4%

純経常行政コスト 5,002

臨時損失 -

臨時利益 -

純行政コスト 5,002
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② 住民一人あたり 

 行政コスト計算書では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目

の金額を住民一人あたりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住

民が実感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。 

行政コスト計算書の各項目を住民基本台帳人口（平成 31 年 3 月 31 日）の 11,030 人で除し

たものを下記に表示します。 

 

住民一人あたりの経常費用は 46 万 5 千円、経常収益は 1 万 1 千円、純行政コストは 45 万

3 千円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等行政コスト計算書

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：千円)

経常費用 465

業務費用 219

人件費 52

物件費等 162

その他の業務費用 5

移転費用 246

補助金等 77

社会保障給付 91

他会計への繰出金 78

その他 1

経常収益 11

使用料及び手数料 4

その他 8

純経常行政コスト 453

臨時損失 -

臨時利益 -

純行政コスト 453
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(３) 純資産変動計算書 

  

 

科目用語 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計等純資産変動計算書

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円)

前年度末純資産残高 19,451

純行政コスト（△） △ 5,002

財源 4,884

税収等 3,683

国県等補助金 1,201

本年度差額 △ 118

固定資産等の変動（内部変動） -

資産評価差額 0

無償所管換等 0

その他 -

本年度純資産変動額 △ 389

本年度末純資産残高 19,062

固定資産等の変動(内部変動)の内訳

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円) 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

固定資産等の変動(内部変動) △ 643 371

有形固定資産等の増加 1,892 △ 1,892

有形固定資産等の減少 △ 1,727 1,727

貸付金・基金等の増加 168 △ 440

貸付金・基金等の減少 △ 976 976

「有形固定資産等の増加」…有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額又は有形固

定資産及び無形固定資産の形成のために支出した金額。 

「有形固定資産等の減少」…有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少

額又は有形固定資産及び無形固定資産の売却収入、除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却費相当

額。 

「貸付金・基金等の増加」…貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額又は新たな貸付金・基金等のた

めに支出した金額。 

「貸付金・基金等の減少」…貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額又は貸付金の償還収入及び基金

の取崩収入相当額。 
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平成 30 年度決算では、純行政コストが△5,002 百万円、税収等が 3,683 百万円、国県等補

助金が 1,201 百万円、本年度純資産変動額が△389 百万円となった結果、本年度純資産残高

が 19,062 百万円となりました。 

固定資産等の変動（内部変動）の内訳では、有形固定資産の新規取得等に伴う内部変動と

して固定資産等形成分が 1,892 百万円の増加、有形固定資産の減価償却等の減少に伴う内部

変動として固定資産等形成分が 1,727 百万円の減少となりました。 
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(４) 資金収支計算書 

 

 

平成 30 年度決算では、業務活動収支が 422 百万円、投資活動収支が△251 百万円、財務

活動収支が△62 百万円となり、本年度資金収支額は 109 百万円となりました。その結果、本年

度末資金残高は 275 百万円となり、さらに、歳計外現金を加えた本年度末現金預金残高は、

1,009 百万円となりました。 

  

一般会計等資金収支計算書 (自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円)

業務支出 4,292 財務活動支出 446

業務費用支出 1,577 地方債償還支出 446

移転費用支出 2,715 その他の支出 -

業務収入 4,713 財務活動収入 385

税収等収入 3,690 地方債発行収入 385

国県等補助金収入 902 その他の収入 -

使用料及び手数料収入 42 財務活動収支 △ 62

その他の収入 78 本年度資金収支額 109

臨時支出 - 前年度末資金残高 166

臨時収入 0 本年度末資金残高 275

業務活動収支 422

投資活動支出 1,224 前年度末歳計外現金残高 433

公共施設等整備費支出 1,080 本年度歳計外現金増減額 302

基金積立金支出 143 本年度末歳計外現金残高 734

その他の投資活動支出 1 本年度末現金預金残高 1,009

投資活動収入 973

国県等補助金収入 299

基金取崩収入 673

その他の投資活動収入 1

投資活動収支 △ 251
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(１) 貸借対照表 

① 概要 

 

 

貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計

等が 24,520 百万円、全体会計が 30,298 百万円、連結会計が 33,473 百万円となりました。特

に、有形固定資産をみると、全体会計が 25,349 百万円で一般会計等の 20,111 百万円と比べ

て 5,238 百万円大きくなっています。これは、全体会計では下水道事業特別会計（2,995 百万円）

及び農業集落排水事業特別会計（2,166 百万円）で有形固定資産を有しているためです。 

負債合計では、一般会計等が 5,458 百万円、全体会計が 8,310 百万円、連結会計が 10,200

百万円となりました。特に、地方債等合計（地方債等及び 1 年内償還予定地方債等）をみると、

全体会計が 7,212 百万円で一般会計等の 4,493 百万円と比べて 2,719 百万円大きくなっていま

す。これは、全体会計では下水道事業特別会計（1,806 百万円）及び農業集落排水事業特別会

計（809 百万円）で地方債等を有しているためです。 

  

一般会計等、全体、連結貸借対照表 (平成31年3月31日現在　単位:百万円)

一般会計等 全体 連結

【資産の部】

固定資産 22,134 27,825 30,668

有形固定資産 20,111 25,349 27,893

無形固定資産 220 254 606

投資その他の資産 1,803 2,222 2,169

流動資産 2,386 2,473 2,806

現金預金 1,009 1,079 1,298

基金 1,367 1,367 1,425

未収金等 10 26 83

繰延資産 - - -

資産合計 24 ,520 30 ,298 33 ,473

【負債の部】

固定負債 4,240 6,816 8,617

地方債等 4,056 6,517 6,950

退職手当引当金 184 299 894

その他 - - 773

流動負債 1,218 1,495 1,583

1年内償還予定地方債等 437 695 742

賞与等引当金 46 66 71

その他 734 734 770

負債合計 5 ,458 8 ,310 10 ,200

純資産合計 19 ,062 21 ,988 23 ,273

負債・純資産合計 24 ,520 30 ,298 33 ,473

３．全体会計及び連結会計財務書類 
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② 住民一人あたり  

 

 

住民一人あたりの貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合

計では、一般会計等が 222 万 3 千円、全体会計が 274 万円 7 千円、連結会計が 303 万 5 千

円となりました。 

負債合計では、一般会計等が 49 万 5 千円、全体会計が 75 万 3 千円、連結会計が 92 万 5

千円となり、純資産合計では、一般会計等が 172 万 8 千円、全体会計が 199 万 3 千円、連結

会計が 211 万円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等、全体、連結貸借対照表

(平成31年3月31日現在　単位:千円)

一般会計等 全体 連結

固定資産 2,007 2,523 2,780

有形固定資産 1,823 2,298 2,529

無形固定資産 20 23 55

投資その他の資産 163 201 197

流動資産 216 224 254

現金預金 91 98 118

基金 124 124 129

未収金等 1 2 8

繰延資産 - - -

資産合計 2 ,223 2 ,747 3 ,035

固定負債 384 618 781

地方債 368 591 630

退職手当引当金 17 27 81

その他 - - 70

流動負債 110 136 144

1年内償還予定地方債 40 63 67

賞与等引当金 4 6 6

その他 67 67 70

負債合計 495 753 925

純資産合計 1 ,728 1 ,993 2 ,110

負債・純資産合計 2 ,223 2 ,747 3 ,035
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(２) 行政コスト計算書 

① 概要  

 

行政コスト計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一

般会計等が 5,127 百万円、全体会計が 7,644 百万円、連結会計が 9,696 百万円となりました。

特に、移転費用をみると、全体会計では、国民健康保険事業特別会計（1,160 百万円）、介護保

険事業特別会計（1,305 百万円）で費用を計上しているため、一般会計等に比べて 2,517 百万

円大きくなっています。 

経常収益では、一般会計等が 125 百万円、全体会計が 432 百万円、連結会計が 720 百万

円となっています。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、国民健康保険診療所

事業特別会計（222 百万円）及び下水道事業特別会計（60 百万円）で収益が計上されているた

め、一般会計等に比べて 307 百万円大きくなっています。 

純行政コストでは、一般会計等が5,002百万円、全体会計が7,211百万円、連結会計が8,978

百万円となりました。 

  

一般会計等、全体、連結行政コスト計算書 (自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 構成比 全体 構成比 連結 構成比

経常費用 5,127 100.0% 7,644 100.0% 9,696 100.0%

業務費用 2,412 47.0% 3,136 41.0% 3,914 40.4%

人件費 571 11.1% 864 11.3% 1,119 11.5%

物件費等 1,787 34.9% 2,105 27.5% 2,566 26.5%

その他の業務費用 54 1.1% 168 2.2% 229 2.4%

移転費用 2,715 53.0% 4,508 59.0% 5,782 59.6%

補助金等 852 16.6% 3,496 45.7% 3,126 32.2%

社会保障給付 1,001 19.5% 1,005 13.1% 2,648 27.3%

他会計への繰出金 856 16.7% - - - -

その他 6 0.1% 7 0.1% 8 0.1%

経常収益 125 100.0% 432 100.0% 720 100.0%

使用料及び手数料 42 33.6% 123 28.5% 358 49.7%

その他 83 66.4% 309 71.5% 362 50.3%

純経常行政コスト 5,002 7,211 8,976

臨時損失 - - 7

臨時利益 - - 4

純行政コスト 5,002 7,211 8,978
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② 住民一人あたり  

 

 

住民一人あたりの行政コスト計算書を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、

経常費用では、一般会計等が 46 万 5 千円、全体会計が 69 万 3 千円、連結会計が 87 万 9 千

円となり、経常収益では、一般会計等が 1 万 1 千円、全体会計が 3 万 9 千円、連結会計が 6

万 5 千円となりました。 

純行政コストでは、一般会計等が 45 万 3 千円、全体会計が 65 万 4 千円、連結会計が 81 万

4 千円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等、全体、連結行政コスト計算書

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：千円)

一般会計等 全体 連結

経常費用 465 693 879

業務費用 219 284 355

人件費 52 78 101

物件費等 162 191 233

その他の業務費用 5 15 21

移転費用 246 409 524

補助金等 77 317 283

社会保障給付 91 91 240

他会計への繰出金 78 - -

その他 1 1 1

経常収益 11 39 65

使用料及び手数料 4 11 32

その他 8 28 33

純経常行政コスト 453 654 814

臨時損失 - - 1

臨時利益 - - 0

純行政コスト 453 654 814
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(３) 純資産変動計算書 

 

 

純資産変動計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、税収等では、一般

会計等が 3,683 百万円、全体会計が 5,447 百万円、連結会計が 6,434 百万円となりました。全

体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、国民健康保険特別会計で国民健康保険料

等（1,226 百万円）、介護保険特別会計で介護保険料等（915 百万円）が計上されているためで

す。また、連結会計が全体会計と比べて大きくなっているのは、上北地方教育・福祉事務組合

他の一部事務組合等を連結したためです。 

本年度末純資産残高では、一般会計等が 19,062 百万円、全体会計が 21,988 百万円、連結

会計が 23,273 百万円となりました。 

  

一般会計等、全体、連結純資産変動計算書

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 19,451 21,836 23,030

純行政コスト（△） △ 5,002 △ 7,211 △ 8,978

財源 4,884 7,363 9,125

税収等 3,683 5,447 6,434

国県等補助金 1,201 1,916 2,690

本年度差額 △ 118 152 146

固定資産等の変動（内部変動） - - -

資産評価差額 0 0 0

無償所管換等 0 0 0

他団体出資等分の増加 - - -

他団体出資等分の減少 - - -

比例連結割合変更に伴う差額 - - 95

その他 - - 1

本年度純資産変動額 △ 389 152 243

本年度末純資産残高 19,062 21,988 23,273



18 

 

(４) 資金収支計算書  

 

 

資金収支計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、本年度資金収支額

では、一般会計等が 109 百万円、全体会計が 112 百万円、連結会計が 84 百万円となり、本年

度末現金預金残高では、一般会計等が 1,009 百万円、全体会計が 1,079 百万円、連結会計が

1,298 百万円となりました。  

一般会計等、全体、連結資金収支計算書

(自平成30年4月1日　至平成31年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

業務支出 4,292 6,774 8,682

業務費用支出 1,577 2,267 2,900

移転費用支出 2,715 4,508 5,782

業務収入 4,713 7,506 9,525

税収等収入 3,690 5,465 6,425

国県等補助金収入 902 1,617 2,391

使用料及び手数料収入 42 123 357

その他の収入 78 300 352

臨時支出 - - 0

臨時収入 0 0 1

業務活動収支 422 732 844

投資活動支出 1,224 1,349 1,583

公共施設等整備費支出 1,080 1,137 1,278

基金積立金支出 143 210 263

その他の投資活動支出 1 1 42

投資活動収入 973 997 1,079

国県等補助金収入 299 299 301

基金取崩収入 673 697 765

その他の投資活動収入 1 1 13

投資活動収支 △ 251 △ 352 △ 504

財務活動支出 446 702 755

地方債償還支出 446 702 754

その他の支出 - - 1

財務活動収入 385 435 498

地方債発行収入 385 435 497

その他の収入 - - 1

財務活動収支 △ 62 △ 267 △ 256

本年度資金収支額 109 112 84

前年度末資金残高 166 233 463

比例連結割合変更に伴う差額 - - 16

本年度末資金残高 275 345 563

前年度末歳計外現金残高 433 433 433

本年度歳計外現金増減額 302 302 303

本年度末歳計外現金残高 734 734 735

本年度末現金預金残高 1 ,009 1 ,079 1 ,298
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(１) 財務書類を用いた分析  

財務書類を用いた活用方法として、財政指標の分析があります。世代間公平性や持続可

能性等といった様々な視点により、財務書類を分析し、問題点を明らかにします。また、これ

らは経年比較や他団体比較をすることでより的確な財務分析が可能となります。 

 

 資産形成度      

          

  住民一人当たり資産額   

   資産額を住民基本台帳人口で除したものです。  

2,223 千円 
   計算式：資産合計÷人口  

     24,519,866 千円÷11,030 人＝2,223.01 千円   

   平均的な値は、町村で 1,000 千円～5,000 千円の間です。   

      

  歳入額対資産比率     

   
これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相

当するかを表したものです。 

 

3.9 年 

   計算式：資産合計÷（収入総額+前年度末資金残高）  

   24,519,866 千円÷（6,070,968 千円+165,891 千円）＝3.93 年   

   平均的な値は、3.0～7.0 の間です。   

      

  有形固定資産減価償却率   

   

有形固定資産の償却資産のうち、耐用年数に対し、どの程度期間

が経過しているかを表したものです。比率が高いほど、老朽化が

進行していることを意味します。 

 

64.2% 

   計算式：減価償却累計額÷有形固定資産取得価額（償却資産）  

   27,254,656 千円÷42,427,304 千円×100＝64.23％   

   平均的な値は、35％～50％の間の比率です。   

      

      

      

      

      

      
          

４．財務書類の活用 
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 世代間公平性      

          

  純資産比率         

   純資産合計を資産合計で除したものです。  

77.7% 
   計算式：純資産合計÷資産合計  

     19,062,205 千円÷24,519,866 千円×100＝77.74％   

   資産形成の「過去及び現世代」によって負担された割合を見ることができます。 

    

  社会資本等形成の世代間負担比率   

   
社会資本等について、将来の償還等が必要な負債による形成割

合を表したものです。 

 

22.3% 

   計算式：（地方債+1 年内償還予定地方債）÷有形固定資産  

  （4,055,688 千円+437,007 千円）÷20,110,781 千円×100＝22.33％   

   今後返済しなければならない将来世代によって負担する割合を見ることができます。 

    
          

 持続可能性（健全性）    

          

  住民一人当たり負債額   

   負債額を住民基本台帳人口で除したものです。  

494 千円 
   計算式：負債合計÷人口  

     5,457,661 千円÷11,030 人＝494.80 千円   

   平均的な値は、町村で 300 千円～2,000 千円です。   

      

  基礎的財政収支（プライマリーバランス）   

   
地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除

いた歳入のバランスを表しています。 

 

△319,692 千円 

   
計算式：業務活動収支（支払利息支出を除く）+投資活動収支（基

金積立支出及び基金取崩収入を除く） 

 

   
（421,835 千円+40,170 千円）+（△251,315 千円+142,646 千円-

673,028 千円）＝△319,692 千円 

  

  
 

その時点で必要とされる政策的経費をその時点の税収等でどれだけ賄えているかを

示します。 
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  地方債償還可能年数   

   

地方債を経常的に確保できる資産で返済した場合、何年で返済で

きるかを表しています。この年数が短いほど、地方債償還能力は

高いといえます。 

 

10.6 年 

   
計算式：（地方債+1 年内償還予定地方債）÷業務活動収支（臨時

収支分を除く） 

 

  （4,055,688 千円+437,007 千円）÷（421,835 千円-496 千円）=10.66 年   

     

   平均的な値は、3～9 年です。 
          

 効率性       

          

  住民一人当たり行政コスト   

   行政コストを住民基本台帳人口で除したものです。  

453 千円 
   計算式：純経常行政コスト÷人口  

    5,001,690 千円÷11,030 人=453,46 千円   

   平均的な値は、200 千円～900 千円です。 
          

 

  

分析指標の経年比較

資産形成度 H29 H30

住民一人当たり資産額 2,254千円 2,223千円

歳入額対資産比率 4.3年 3.9年

有形固定資産減価償却率 63.6% 64.2%

世代間公平性

純資産比率 78.6% 77.7%

社会資本等形成の世代間負担比率 22.7% 22.3%

持続可能性（健全性）

住民一人当たり負債額 483千円 494千円

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 312,069千円 △ 319,692千円

地方債償還可能年数 13.4年 10.6年

効率性

住民一人当たり行政コスト 461千円 453千円
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(２) 固定資産台帳を用いた分析 

固定資産台帳を用いた活用方法として、施設類型別の有形固定資産減価償却率の算出

があります。有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち、償却資産の取得価額に対

する減価償却累計額の割合、すなわち資産の経年の程度を示す指標であり、資産の老朽化

を表すものです。 

行政目的別並びに施設類型別の学校施設、橋りょう・トンネル、庁舎、認定子ども園・幼稚園・保

育園、公民館、体育館他の有形固定資産減価償却率を下記に表示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政目的別の有形固定資産減価償却率 単位：千円

行政目的別 取得価額
減価償却
累計額

有形固定資産
減価償却率

生活インフラ・国土保全 27,632,785,125 17,605,064,224 63.7%

教育 9,221,899,791 6,377,549,998 69.2%

総務 1,520,933,836 1,312,585,885 86.3%

環境衛生 524,271,000 524,270,999 100.0%

消防 1,070,237,326 860,862,314 80.4%

福祉 548,216,898 424,252,854 77.4%

産業振興 183,425,882 102,401,830 55.8%

その他 1,725,534,690 47,668,727 2.8%

町全体 42,427,304,548 27,254,656,831 64.2%
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用語解説 

財務諸表における主な用語 

 

①貸借対照表 

【有形固定資産】 

保有している土地や建物など。事業用資産、インフラ資産、物品に分類表示する。 

【無形固定資産】 

有形固定資産に対するもので、公共資産のうち実際には物として存在しない公共資産。「ソ

フトウェア」、「その他」の表示科目とする。 

【投資及び出資金】 

公営企業会計への出資金や、民間企業の株式や債券並びに財団法人への出捐金など。 

【未収金】 

分担金及び負担金等の収入未済額のうち、過去 1年以内に発生した金額です。 

【回収不能見込額】 

分担金及び負担金等の収入未済額のうち、時効等により将来回収不能と見込まれる金額。過

去の不能欠損の実績等から算定しています。 

【退職手当引当金】 

年度末時点で在籍するすべての職員に対する将来必要となる退職手当の額。期末時点にお

いて全員自己都合退職すると仮定した場合の額。 

【賞与等引当金】 

在籍者に対する、期末勤勉手当見込額を負債計上したもの。翌年度 6月支給予定の期末勤勉

手当総額とそれらに係る法定福利費相当額を加算した額のうち、前年度支給対象期間とな

る 12月～翌年 3月までの 4か月分を算定しています。 

【預り金】 

 第三者から寄託された資産に係る見返負債。 

【固定資産等形成分】 

資産形成に充当した資源が蓄積されたもので、原則として金銭以外の形態（固定資産等）で

保有（減価償却累計額の控除後を意味する）している。 

【余剰分(不足分)】 

費消可能な資源の蓄積、原則として金銭の形態で保有している。 

 

②行政コスト計算書 

【退職手当・賞与引当金繰入】 

貸借対照表上のそれぞれの引当金の項目に繰り入れた額です。 

【減価償却費】 

有形固定資産の経年劣化等に伴って価値が減少したと認められる金額です。 
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【社会保障給付】 

児童手当の支給、高齢者や障害者に対する援護措置、生活保護費などの扶助費です。 

【支払利息】 

地方債利子償還額及び一時借入金利子を計上しています。 

【他会計への支出等】 

他団体や民間に支出した補助金等の額や、公営事業会計への繰出金です。 

【徴収不能引当金繰入額】 

時効等により徴収不能となった町税や使用料・手数料など、過去の不能欠損の実績等から算

定して当年度計上した額です。 

【経常収益】 

行政サービスを直接的に受けた者が、その対価として負担した額（受益者負担額）を計上し

ています。使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金（連結会計においては保険料・事業収

益等）が該当します。 

 

③純資産変動計算書 

【純行政コスト】 

行政コスト計算書の収支尻である純行政コスト。 

【資産評価差額】 

資産の時価評価に伴う価値の増減を計上しています。 

【無償所管換等】 

 所管換等無償による資産の増減を計上しています。 

 

④資金収支計算書 

【業務活動収支】 

組合運営のために、毎年度継続的に収入、支出されるものを表しています。 

【投資活動収支】 

主に貸借対照表の固定資産形成のための支出及び財源を表しています。 

【財務活動収支】 

地方債の元金償還額や貸付金、公営企業や出資法人への出資金などの経費及び財源を表し

ています。 
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